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NTTデータは、ユビキタス・サービス・プラットフ

ォームの１つであるCAM（コンテクスト・アウェアネ

ス・マネジメント）プラットフォームの適用領域拡大と

ユビキタス環境に対応したサービスプラットフォーム構

築を目指して、ニュージーランドのOpen Cloud社との

共同研究を行った。具体的にはOpen Cloud社がリード

する、テレコム用アプリケーションを開発するための仕

様であるJAIN SLEEに関する最新情報の入手や仕様策

定への貢献とともに、Open Cloud社が提供する最新の

JAIN SLEE準拠アプリケーションサーバ「Rhino（ラ

イノ）」を実行環境としたCAMサービスプラットフォ

ーム構築を実現した。今回の共同研究を通じて、NTT

データは高性能・耐障害性を実現するCAMプラットフ

ォームを構築することが可能になり、スモールスタート

からシステム規模拡大までコストの効率よい開発・運用

と、高いサービスレベルを要求される様々なビジネス領

域への対応を可能にした。

CAMとは、ネットワーク上に点在するさまざまな情

報の変化を、システムが自動的に検知・認識し状況（コ

ンテクスト）の変化と捉え、その状況に応じたサービス

を提供するためのプラットフォームである。 例えば、

どうしても連絡を取りたい相手の携帯電話に繋がらない

とき、相手が通話可能状態になったことが分かって自動

的に電話を掛けなおしてくれるサービスなどがあると便

利だが、このようなサービスを提供する場合、電話の状

態（待機中、呼出中、通話中、圏外など）を環境情報と

して解釈し、状態が変化したらそれを自動的に検知して

電話をかけ直させるアプリケーションを作動させるシス

テムを構築しなければならない。

しかし、今回構築されたNTTデータのCAMプラット

フォームでは、コンテクストの変化に応じて、他のサー

ビスを連携させる機能だけでなく、携帯電話、固定電話

や IP電話などの端末種別や通信方式にかかわらず、同

じコンテクストを利用したサービスの構築が可能となっ

た。そのため、サービス提供者に対して、効率的かつ効

果的なシステム構築を支援することができるのである。

NTTデータは以前からアダプターの仕組みとイベント

処理に注力したJAIN SLEEの仕様をCAMプラットフォ

ームの実行環境として親和性があると注目していたこと

から、今回、Open Cloud社と共同研究を行った。その研

究成果として、次のような事柄が発表されている。

従来の実行環境と比べてRhinoでは約５倍の処理性能

向上を実現し、スケールアウトにより処理性能がさらに

向上することを確認した。この性能向上によって、小規

模で新サービスを構築するスモールスタートから大規模

案件に対応するためのシステム規模拡大まで、より少な

いハードウエア投資と運用コストで、効率のよいサービ

スの提供が可能となる。

また、Rhinoが提供するフォールトトレラント機能に

よる耐障害性がCAMでも実現されることを確認した。

このフォールトトレラント機能は、CAMサービスプラ

ットフォームを自動的に多重化し、万一システムに何ら

かの障害が発生してもサービスを停止せずに継続提供で

きる仕組みを提供する。この耐障害性が高まることで、

テレコミュニケーション分野や金融分野など高いサービ

スレベルが要求されるビジネス環境でもCAMを適用し

て容易に新サービスが構築できる。

今後の展開として、NTTデータでは、実証実験等を

通じ、CAMプラットフォームのより一層の機能拡充を

目指していく。具体的には、テレコミュニケーション分

野だけでなく、エンタープライズや金融分野など様々な

ビジネス領域でCAMを利用した新しいサービスの提案

を実施していく。

なお、2005年６月に米国サンフランシスコで行われ

た「The 2005 JavaOne（SM） Conference In San

Francisco」にて、Open Cloud社と共同で今回構築した

CAMサービスプラットフォームを活用したデモ展示を

行った。

JAIN SLEEを利用して高性能で耐障害性のある
CAMプラットフォームを構築
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コリジェントシステムズは、2005年６月に、沖電気工

業（沖電気）と日本市場において販売代理店契約を締結

することで合意した。今回の提携は、世界に先駆けてネ

ットワークのIP化が日本市場で加速化する中、IP化を一

台で実現するCM-100パケットADMの需要が高まってい

ることを反映し、その販路を拡大するためである。

コリジェントシステムズは、世界的な通信機器の大手

メーカーとして、キャリア系の企業に対してのさまざま

なノウハウや経験と多くの納入実績をもつ沖電気と提携

することで、今後伝送技術を熟知した上で顧客対応が可

能となると期待している。また、キャリア向けソリュー

ソンとして、RPRとMPLSを駆使したコリジェントシス

テムズのCM-100の技術を活用していくことで、世界で最

も先行している日本のネットワークIP化に貢献していこ

うとしている。

コリジェントのパケットADMは、日本で第２の規模の

サービスプロバイダーであるKDDIに採用されており、既

に全国規模でビデオ、音声、およびデータサービスを提

供するIPネットワークのトリプルプレーの基礎として各

種サービスに貢献し、高く評価されている。またCM-100

は、大容量のインテリジェントな伝送ネットワークのニ

ーズや、高性能な音声およびビデオアプリケーションの

保証を実行。同時に、優先度の低いトラフィックを効率

よく集約したいといった高度なキャリアのニーズに対し

て、トリプルプレートラフィック、イーサネットサービ

ス、携帯トラフィックのバックホールを自由に組み合わ

せて効率よく伝送することで対応するなど、パケット化

して最適化する伝送ソリューションとして、進化するIP

ネットワークの最も重要なコンポーネントになっている。

コリジェントシステムズ
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沖電気と販売代理店契約で合意
日本市場でのCM-100パケットADMの販売体制を拡大
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国内クレジットカード最大手のジェーシービー（JCB）

は、従来からSASと共同で開発を進めてきた同社の新

与信管理システムに、新たに「SAS9 Enterprise BI

Server（SAS EBIS）」を導入した。これにより、JCB

では、与信モデル・戦略の定常的なトラッキングと機動

的な修正が容易となり、経営計画と連動した与信管理の

実現と、ポートフォリオレベルでの長期間の収益性を考

慮した戦略の立案・実行が可能となった。

JCBでは、経営計画や外部環境に連動した機動的かつ

総合的な与信管理の実現と収益向上を目的として、「新与

信管理システム構築」プロジェクトを2002年５月に発足

させていた。この新与信管理システムは、初期与信、途

上与信、回収までの一連の与信管理業務全般を一気通貫

で管理することを目指したもので、JCBはSASを導入し、

データ整備および各種与信モデルの開発・実装について、

SASと共同でプロジェクトを開始していた。

JCBの与信最適化プロセスは、「分析（モデル開発）」

→「戦略開発」→「システム実装」→「トラッキング」

の４フェーズを循環させることで、より精度の高い与信

管理を目指している。新与信管理システムは、「分析

（モデル開発）」、「戦略開発」と「トラッキング」のフェ

ーズをサポートする「分析・レポーティング環境」と、

「システム実装」をサポートする「運用環境」を、より

効率的に機能分割させることで、「分析（モデル開発）」

から「システム実装」までのリードタイムを短縮、分

析・レポーティングの機能を独立した環境に集約するこ

とで与信施策効果の継続的な向上を実現、戦略立案者や

マネジメント自らが、必要な時に必要な情報にアクセス

し、意思決定に利用できる環境を実現した。なお、SAS

EBISで強化された新与信管理システムは、2006年1月

から本格稼働を開始する予定である。

朝日新聞は、シスコシステムズ（シスコ）の IPコミ

ュニケーションを導入した。今回、朝日新聞が導入した

のは、全国5拠点の本社・支社・本部と21工場を接続す

る“ホットライン”においてである。ホットラインとは、

各本社、工場間を接続した直通電話のことであり、記事

制作から印刷、新聞の配送に至るまでを迅速に遂行する

ために不可欠な新聞社の生命線ともいえるコミュニケー

ションシステムである。即時性が求められることはもち

ろんのこと、使用頻度も極めて高いため、常に“電話が

通じる”状態を維持できる高い信頼性が求められてきた。

これまでのホットラインは、専用のボタン付き電話機と

制御装置、TDMによって構成され、拠点間は専用線で

接続されていた。朝日新聞社ではこのシステムを全面的

に IP化して、電話機をシスコの IPフォン、制御装置を

「Cisco CallManager」、拠点間通信を IPネットワーク

へと移行していく。

朝日新聞社がこのホットラインを IPコミュニケーシ

ョンへと移行した背景には、ネットワークシステムの全

面的な刷新がある。同社では、 2 0 0 1年４月から

「ATOM (Asahi TOtal system of Multimedia)」プロジ

ェクトを推進しており、従来のホストシステムをベース

としていた新聞制作システムをオープン化することで、

多様なメディアを通じて読者に情報を提供できる次期シ

ステムを構築している。これに伴い全社ネットワークシ

ステムも、既存の専用線を中心としたものから、IPネ

ットワークへと移行し、2003年に「ATOMネット」と

呼ばれる社内ネットワークを完成させている。専用線は

現在も利用されているが、今後段階的に利用を縮小し、

１～２年のうちに IPネットワークへと移行する計画で

ある。今回のホットラインの I P 化も専用線から

「ATOMネット」への移行に伴って行われるものである。

シスコシステムズ

JCBが新与信管理システムに
「SAS9 Enterprise BI Server」を導入

朝日新聞社がシスコのIPコミュニケーションを導入
新聞制作のホットラインをIPフォンへと移行
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聖路加国際病院は、同院の人事情報を統合的に管理す

る新基幹人事システムの構築に、「Oracle E-Business

Suite」の医療機関向け人事テンプレート「Conkits

（コンキッツ）医療版」を採用した。

聖路加国際病院は、これまで現人事システムで行って

きた人事情報の蓄積や給与の管理に加えて、人的資源の

最適化を促進し、経営層が病院経営に必要な判断を行え

るような戦略的な人事システムを求めていた。そこで、

現在、資産として蓄積している人材情報を一元管理し、

人材の適材適所への配置や人材育成を充実させるととも

に、人事管理コストの低減を実現する新人事基幹システ

ムを構築することを決定した。本システムは、Oracle

E-Business Suiteの人事給与管理システム「Oracle

Human Resources Management System」をベースに、

コミュニケーション・プランニングが開発した、医療機

関向け人事テンプレート「Conkits 医療版」を採用して

いるため、従来の半分の３ヶ月という短期間で構築する

ことが可能である。

新人事システムでは、採用から退職に至るまでの人事

情報を履歴情報とともに管理できるため、出入りの多い

医療業界特有の煩雑な人事業務が容易になる。また、こ

れまで紙で行っていた職員の目標管理をWebで行うの

で、個人の目標と考課結果をシステム上で管理すること

ができる。さらに、今まで人事課のみに与えられていた

アクセス権を、業務を熟知している各部署の管理職に付

与することで、部署ごとのキャリアプラン／マネジメン

トのサポートをさらに強化でき、人事課の事務処理業務

の効率化を推進できるため、人事担当者は、より戦略的

な業務に時間を費やすことができるようになる。

食品・化粧品製造・販売の大手のSONOKOが、顧客

情報の外部流出を防止するために、情報リスク管理プラ

ットフォームのリーディングカンパニーであるIPLocks

社のデータベース・セキュリティ管理ソフトウェア

「IPLocks」を導入した。IPLocksは、データベースの

脆弱性評価、アクセスの自動監視、および監査を行い、

データの破壊・改ざん・漏えいなどによる被害を極小化

するデータベース・セキュリティ管理ソフトウェアであ

る。既に国内では70社の導入実績をもっている。

SONOKOでは、2004年４月に行った営業支援システ

ムのリニューアルを機に、セキュリティのさらなる強化

を図ってきた。創業以来、顧客満足を第一とする

「SONOKO基準」に沿った経営を行ってきた同社では、

全般的なセキュリティ強化の中でも顧客会員の個人情報

保護が最重要課題であると考え、データベース・セキュ

リティを実現するソフトウェア製品を検討した結果、グ

ローバルに導入実績を誇るIPLocksの採用を決定した。

今回、IPLocksを採用した理由として、①稼動中のデー

タベースを止めることなくユーザーからのアクセス監視

を実現できること、②不審なアクセスが検知されるとリ

アルタイムにアラートがあがること、③監視機能の各種

設定やチューニングに柔軟性があること、などがあげら

れている。

また、IPLocks導入によるセキュリティ強化が高く評

価され、日本情報処理開発協会（JIPDEC）からのプラ

イバシーマーク認定が迅速に行われた。SONOKOでは、

「IPLocksを利用して社内に存在する数十万名分の顧客

会員データベースへのアクセスを監視し、個人情報漏え

い対策のさらなる強化を目指します」と語っている。

アイピーロックス ジャパン

聖路加国際病院が「Oracle E-Business Suite」
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SONOKOが顧客データの外部流出を防止するために
情報リスク管理ソリューション「IPLocks」を導入
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